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In modern times, there is a growing need for scientists' active participation in science 
communication. However, scientists’ current attitudes toward science communication 
are unclear, despite the fact that scientists are one of the main actors of science 
communication. In order to consider the effective participation of scientists in science 
communication, a survey on scientists’ attitude is necessary. To this end, an 
Internet-based questionnaire survey to researchers in life science fields was conducted 
in 2008, and 1255 respondents were obtained. The results show the attitudes 
concerning 1) motivation, 2) hurdle for participating in communication, and 3) way of 
promoting communication, between strongly active scientists and less strongly active 
scientists. From the result, we considered the issues of science communication in two 
aspects: infrastructure and variety of awareness. These are important factors for 
promoting science communication: infrastructure which makes opportunities for 
communication constantly without the need for a lot of preparation by scientists, and 
new communication tools and designs especially of scientists who have less positive 
view of science communication.  
 






った(House of Lords 2000, 渡辺 2008)．同時に，科学コミュニケーションの主要アクター
とされる科学者への意識調査も行われており，意識の実態の把握やコミュニケーション活
動への参加促進の施策を検討する努力がなされている(e.g. The Wellcome Trust 2000, The 
Royal Society 2006, Poliakoff and Webb 2007)．その結果，The Wellcome Trust (2000)や 
The Royal Society (2006)では，8 割以上の回答者がコミュニケーション活動に肯定的な態
度を抱いていること，時間的制約や同業者の評価といった事項が研究者のコミュニケーシ















に， 2005 年前後を境に，各種の活動が具体的に実行され始めたため，2005 年を日本の「科
学コミュニケーション元年」とみる指摘もある(小林 2007, 平川 2009)．また『平成 16 年
版 科学技術白書』の紹介以降，サイエンスカフェの試みが急速に増えてきていることも，



























を用いて周知を行い，Web アンケートを実施した．調査期間は 2008 年 9 月 24 日から 10
月 14 日までの 21 日間であった．結果，1255 名 4)からの回答を得ることができた． 
 



















表 1. 本調査における協力学会と回答数 
学会名 会員数 6) 回答数 7) 回収率(%)8) 
日本遺伝学会 1240 57 4.6 
日本植物生理学会 3200 141 4.4 
日本神経科学学会 4200 427 10.2 
日本生態学会 4000 288 7.2 
日本生物物理学会 3500 148 4.2 
日本微生物生態学会 1000 45 4.5 














年齢 性別 立場 所属学会  
 
2-3. 回答者の属性 
 回答者の年齢の分布については，「20 歳代以下」が 18.4%，「30 歳代」が 33.4%，「40 歳
代」が 24.5%，「50 歳代」が 14.8%，「60 歳代」が 5.2%，「70 歳代以上」が 2.4%であった．
年齢層としては 20 代～50 代の回答者が多かった．また性別による内訳については，「男性」
が 77.8%であり，「女性」が 20.3%となった(表 3)． 
 加えて回答者の現在の立場については，「教授・准教授(PI 8))・グループリーダー」が25.0%，





 男性 女性 合計 
  人数 割合 人数 割合 人数 割合 
20 代以下 157 12.5% 70 5.6% 227 18.1% 
30 代 323 25.7% 95 7.6% 418 33.3% 
40 代 254 20.2% 52 4.1% 306 24.4% 
50 代 157 12.5% 29 2.3% 186 14.8% 
60 代 59 4.7% 6 0.5% 65 5.2% 
70 歳以上 27 2.2% 3 0.2% 30 2.4% 
無回答         23 1.8% 
合計 977 77.8% 255 20.3% 1255 100% 























(図 2)．また立場ごとの参加経験は表 4 のとおり，教授クラスの研究者において，参加経験
が 2 回以上という回答が多かった．一方で大学院生の参加経験は他の立場に比べて少ない
傾向にあることが示された． 










 0 回 1 回 2 回以上  
 人数 割合% 人数 割合% 人数 割合% 母数
教授・准教授(PI)・グループリーダー 35 11.3% 23.0 7.4% 253 81.4% 311
准教授(PI 以外)・講師 28 30.4% 11.0 12.0% 53 57.6% 92 
助教・ポスドク 100 27.4% 58.0 15.9% 207 56.7% 365
大学院生 69 37.3% 32.0 17.3% 84 45.4% 185
その他(技官や企業関係者等) 60 22.5% 27.0 10.1% 180 67.4% 267











ちらかというと参加したくない」は 4.4%，「参加したくない」は 0.6%であった(図 5)． 
新聞や雑誌，インターネットなどの文字媒体

































「一般的参加者層」とした 10)．その区分の結果，「積極的参加者層」は 257 人，「一般的参
加者層」991 人となった 11)．また「積極的参加者層」と「一般的参加者層」の分布割合に
ついて，年齢，立場，性別による差は特に認められなかった 12)． 




















































































































































































































































































































7) 学会別の回答者数の合計は 1309 人であった．極一部ではあるが，上記 7 学会について
重複して所属している研究者が存在している． 
8) 学会毎の会員数に多少の誤差があるため，ここでの回収率はおおよその値である． 












14) 20 人規模且つ定期的に開催されているサイエンスカフェの例としては，2006 年から
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